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研究成果の概要（和文）：本研究においては，成果を伴わない製品増殖の背後に存在する2段階のメカニズムを
明らかにした。第一に，製品増殖の意思決定それ自体が組織間慣性・組織内慣性によって合理的に行われないこ
とがある。第二に，事前には一定の合理性に基づいて適切に製品増殖の意思決定が行われた場合でも，当該製
品・ブランドを導入するまでの組織内プロセスで問題が生じるという場合である。部門間のパワー・インバラン
スやプロダクト・ブランド毎のブランド管理システムの不在によって，このような問題が発生する。

研究成果の概要（英文）：This research reveals two step mechanisms behind the product proliferation 
which a firm does not necessarily improve its performance. First, intra- and inter-organizational 
inertia makes it difficult to decide to proliferate products rationally. Second, even if a firm 
decide to introduce products and brands rationally,  problems can occur in the organizational 
process. In case of Shiseido, such factors as differentiation and inconsistency between departments 
as to performance objectives, power imbalances between departments, and an organizational culture 
which had been more focused on the corporate, “Shiseido” brand rather than a number of individual 
product brands had an effect on product-performance relationships.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

企業は多様なニーズに対応するために，製
品数やブランド数を増加することがある．こ
のような企業の行動は，製品増殖あるいはブ
ランド増殖，製品バラエティ，製品ラインの
拡張，製品密度，ブランドのバリエーション
などと呼ばれており，多くの産業で実践され
ている．消費者ニーズが多様である限り，一
般的に製品増殖を行っている企業は，それを
行っていない企業と比較して市場シェアが
高いと考えられてきた．確かに，コストなど
他の条件が等しければ，究極的には消費者一
人一人のニーズに完全に対応した製品を導
入し続けることによって市場シェアを獲得
することは可能である． 

しかし近年では，製品の増殖が必ずしも成
果につながらない，ということが明らかにさ
れつつある．例えば，製品増殖が市場シェア
に結びつかない理由として，消費者の情報過
負荷の問題が指摘されている．また Van 

Hoek and Pegel（2006）や Homburg, Fürst, 

and Prigge（2010）は，製品ポートフォリオ
があまりにも大きく拡張されすぎているこ
とで，収益性の低い製品の割合が増加し，結
果的に企業全体の収益性に悪影響を及ぼし
ていることを指摘している。 

このような現状に対して、製品増殖を過剰
に行った場合には、どのように製品数を削減
していくのかという対処療法的な研究は行
われてきたが、そもそもなぜこのような過剰
な製品増殖が行われるのかについては十分
に研究が蓄積されていたわけではない。それ
らの問題に取り組んでいる既存研究におい
ては、市場が成長している場合や競合企業が
新製品を導入した場合などの外部競争要因
が成果を伴わない製品増殖の意思決定に大
きな影響を与えると考えられてきた。しかし、
櫻木（2013）では，事例分析を通じて、その
ような要因が不在であっても、これまで既存
研究で十分に想定されていなかった組織内
部要因の影響を受け、さらにそれが戦略の成
果を左右する可能性が示唆された。しかしな
がら，それらの要因について十分に整理が行
われていない。 

以上を踏まえると，製品増殖戦略とそのパ
フォーマンスの関係については，これらの過
剰な製品増殖の発生メカニズムも含めて、よ
り包括的な研究が必要とされていると考え
られる。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、新製品や新ブランドの導
入による製品増殖を、企業がどのような要因
によって行い、どのような市場成果をもたら
すのかを包括的に明らかにすることである。
既存研究においては、市場が成長している場
合や競合企業が新製品を導入した場合など
の外部競争要因が製品増殖の意思決定に大
きな影響を与えると考えられてきた。本研究
においては特に、原因変数としてこれまで十

分に検討されていない組織内部要因につい
てはさらに整理を行った上でモデルに組み
込み、製品増殖戦略に関する説明力の高いモ
デルを構築することを目的とする。 

 

３．研究の方法 

 製品増殖戦略の意思決定構造について明
らかにするために，これまで筆者が研究を行
ってきた化粧品業界を引き続き研究対象と
した。化粧品業界においては，1990年代以降，
主要な流通チャネルが化粧品専門店からド
ラッグストアへと大きく変化したこともあ
り，この期間に各社の製品戦略には変化が見
られた。 

既存研究の検討によって論点の明確化を
行った上で，想定される因果関係の妥当性を
確保するため，実務家に対するインタビュー
調査を実施した。インタビューの対象者はの
べ 3名である（資生堂ジャパン株式会社取締
役執行役員常務コスメティックブランド事
業本部長杉山繁和氏，花王株式会社ビューテ
ィーケア化粧品事業ユニットソフィーナ事
業グループ部長村田真美氏，株式会社カネボ
ウ化粧品執行役員マーケティング部門統括
小西伸明氏，役職はすべて当時）。インタビ
ューは 1 回あたり 1～2 時間程度で，事前に
具体的な質問項目を送付し，半構造化された
形式で行われた。 
 さらに，化粧品業界における製品増殖がど
のように行われ，それがどのような成果を上
げているのかを明らかにするために，製品数
のデータは『cosmetics in japan：日本の化
粧品総覧』を，売上高のデータは有価証券報
告書や日経 POSデータ（631女性用基礎化粧，
632 女性用メーキャップ化粧品）をベースに
して分析を行った。なお，日経 POSデータは，
主としてチェーン展開を行っているスーパ
ーマーケットにおいて収集された POS情報で
ある。化粧品の主要販売チャネルは，スーパ
ーマーケット以外にも，ドラッグストアや百
貨店，化粧品専門店などが存在する。各社が
販売する化粧品には，チャネル横断的に発売
されているものもあれば，特定のチャネルで
しか販売されていない化粧品もあり，後者の
ような化粧品については POS情報のみによる
分析を行うことはできない。また，各社の展
開する製品品目が多く，シェルフ・スペース
を獲得する事自体が難しい場合もある。その
ため，POS 情報の製品数が必ずしも各社の展
開する製品数を表しているわけではないと
いう点にも注意が必要である。 
 
４．研究成果 
＜研究の主な成果＞ 
① 製品増殖と成果 
 化粧品業界各社の製品増殖とその成果と
しての売上高の関係について，POS データを
用いた分析を行った。既存研究と同様に，製
品増加率と売上高増加率の対数をとって分
析を行った結果，2 つの変数間には高い正の



相関関係があった（p=0.567）。POS データを
見る限りは，販売される製品数が増加すれば，
売上高も増加するという傾向が見られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 分析に用いた POSデータの収集対象となっ
ていない，ドラッグストアや百貨店，化粧品
専門店において販売される製品数と売上高
の関係について含まれるデータを用いた追
加的な分析を行った。公表資料によって製品
数と売上高を確認することが出来る化粧品
業界上位 4社についてその関係を確認した結
果，3 つのパターンが確認された。第一に，
製品数とともに売上高を伸ばしているカネ
ボウと花王，第二に，製品数を減らしながら
も売上高を高めている P&G，第三に製品数を
増やしているにもかかわらず売上高が減少
している資生堂である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

POS データでは，製品数と売上高の間には
基本的な相関関係が確認されたけれども，資
生堂においては成果を伴わない過剰な製品
増殖が行われている。このような過剰な製品
増殖がどのような要因によって引き起こさ
れるのか，以下では資生堂を対象にして分析
を行う。 
 
② 過剰な製品増殖を引き起こす組織要因 

組織的な要因によって製品増殖に成果が
伴わない場合，その背後には 2つの異なるメ
カニズムが作用していた。第一に，製品増殖
の意思決定それ自体が組織内に定着した信
念や志向性によって合理的に行われず，「過
剰に」製品を増殖するというものである。第
二に，事前には一定の合理性に基づいて適切
に製品増殖の意思決定が行われた場合でも，

当該製品・ブランドを導入するまでの組織内
でのプロセスで問題が生じるという場合で
ある。 

 
（a）意思決定の歪み 

過剰な製品増殖を引き起こす第一の要因
は，必ずしも経済合理性を伴わない意思決定
を行わせるような組織的要因である。資生堂
は，化粧品専門店を中心とする系列販売網を
整備し，そこでの化粧品の販売に適合的な組
織システムを構築してきた。このような資生
堂においては，流通チャネルの変化への対応
を困難にするような組織慣性が，組織間にお
いても組織内においても作用し，その相互作
用によって変化への対応がますます困難に
なったと考えられる。組織間慣性と組織内慣
性が過剰な製品増殖を引き起こすメカニズ
ムは下記の通りである。 

第一に，組織間で作用する慣性である。資
生堂は，創業者の掲げたスローガンに基づき，
化粧品専門店との共存共栄関係を誓ってき
たため，このチャネルを守り続けたいと考え
ていた。そのため，化粧品専門店でしか販売
されないチャネル限定のブランドのブラン
ドを導入することによって，当該チャネルの
存続を図った。このようなブランドの導入が
なければ，専門店チャネルの衰退スピードは
さらに早まっていた可能性は否定できない
けれども，このようなブランドの導入とブラ
ンド内の製品ライン拡張を行っても，年々専
門店チャネルの売上高は減少していった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 第二に，組織内で作用する慣性である。資
生堂においては，1970年代半ばにも，市場成
長率の鈍化や再販制の縮小，GMS の台頭
という市場環境の変化が生じて，化粧品専
門店を中心とする系列的な販売網における
価格維持システムが危機にさらされた。その
際，既存のシステムを維持し，小売段階での
価格競争を回避するために，小売店への仕切
り値の引き下げや累進リベートの強化とあ
わせて，より高機能な化粧品ブランドの導入
や年齢に応じた製品ラインの展開による製
品増殖を行った。このような取り組みによっ
て，それまでと同様に化粧品専門店の優位性
と資生堂の優位性は維持された．小売段階に
おける価格競争はほとんど生じなかったし，
また，大規模小売店舗法によって GMSの出店
が厳しく制限されるようになったことも影



響して，化粧品専門店中心の販売網を維持す
ることも可能であった．その結果，1970年代
半ば以降も，基本的にはそれ以前の競争構造
を維持し，資生堂は売上高・営業利益ともに
成長を続けることが可能であった．このよう
な成功体験が組織内で蓄積されていただけ
でなく， 
  
（b）計画した製品と実現された製品の乖離 

第二に，事前には一定の合理性に基づいて
適切に製品増殖の意思決定が行われた場合
でも，当該製品・ブランドを販売するまでの
組織内でのプロセスで問題が生じるという
場合である。事前の商品企画のコンセプトと
最後のコミュニケーションコンセプトがず
れ，それが修正されずに実際の販売に至ると
いうことが頻繁に発生していた。一般的にこ
のような問題は，各ブランドのブランド・マ
ネジャーが適切にブランドを管理すること
によって回避することができると考えられ
ている。しかしながら，資生堂においてはブ
ランド・マネジャーがそのような役割を果た
すことができなかった。このような現象の背
後には，2つの問題が存在していた。 
 第一に，部門間の志向性やパワーのインバ
ランスである。資生堂内の各職能部門がもっ
ているパワーは必ずしも同等ではなかった。
例えば，資生堂内で強いパワーを持っていた
部門にデザイン部門がある。ここには，100
人程度のクリエイターが属し，パッケージ
や広告，店舗のデザインを行っている。こ
の部門は非常に独立性が高く組織内で強い
パワーを持っていたため，消費者へのコミ
ュニケーションの段階で，ブランド・アイ
デンティティが当初想定されていたものか
らずれていくことがあった。 
 第二に，プロダクト・ブランドを中心とし
た管理システムの不足である。資生堂は，長
年コーポレート・ブランド資生堂をマスタ
ー・ブランドとして各プロダクト・ブランド
を展開してきた。化粧品専門店の自社カウン
ターにおいて，美容部員との対面販売を前提
として各ブランドの製品を販売する場合，ま
ずは自社カウンターへ顧客を来店させるた
めにコーポレート・ブランドを前面に打ち出
しておくことは重要であった。そのため，資
生堂ではコーポレート・ブランドを強めるた
めの種々の取り組みが行われ，その下に紐付
けられる各プロダクト・ブランドをひとまと
めとして売上げや利益管理が行われてきた。 

既存の資生堂のカウンターやコーナーの
中で商品を展開することが出来てきたため，
必ずしも訴求力の高くないプロダクト・ブラ
ンドであっても販売することが出来た。しか
しながら，流通チャネルの変化は化粧品の売
り方にも変化をもたらし，セルフ方式で販売
される化粧品が増加した。このような状況に
おいては，プロダクト・ブランド毎のブラン
ド管理の重要性が増加する。インタビュー調
査を行った競合他社では，プロダクト・ブラ

ンド毎の管理システムが機能していたけれ
ども，資生堂においては個別のプロダクト・
ブランドの管理が十分に行われていなかっ
た。 
 
＜得られた成果の位置づけ＞ 
 本研究は，製品増殖研究の一般的な研究領
域であるマーケティングや戦略論の視点に，
経営組織論の視座を加えた。すなわち，既存
研究において，市場の成長性や競合企業の動
向などの外部競争要因によって捉えられて
きた製品増殖戦略の意思決定やプロセスを，
組織内のより複雑な意思決定メカニズムと
して捉え直した。とりわけ資生堂のように長
期にわたって業界首位を維持してきた企業
においては，その環境において適合的なシス
テムが組織内で構築されている。これらのシ
ステムは環境適合が続く限りは有効に作用
するけれども，外部環境の変化によってそれ
が不適合になった場合，大きな問題が生じる。
製品戦略についても単に表面的な戦略変更
によって対応することは難しく，組織システ
ムまで含めた変革が必要になるものの，それ
を短期間で実現することは非常に困難であ
ると考えられる。 
 
＜今後の展望＞ 
ブランド志向研究への展開 
 ブランド志向の研究群においては，近年
ブランド志向をコーポレート・ブランド志
向とプロダクト・ブランド志向に分類し，
研究の蓄積が進められている（Balmer, 
2016）。一般的にはどちらの場合において
も，ブランド志向の企業であるほど，ブラ
ンドエクイティといったブランドパフォー
マンスのみならず，利益率などの財務パフ
ォーマンスが高いことが指摘されている。
しかしながら，資生堂においては，コーポレ
ート・ブランド志向は強かったものの，それ
が必ずしも成果に結びつくわけではなかっ
た。その背後には流通チャネルの変化があり，
コーポレート・ブランド志向が強いだけでな
く，プロダクト・ブランド志向の強さが重要
になっていたことが影響を与えている。ブラ
ンド志向研究においては，コーポレート・ブ
ランド志向とプロダクト・ブランド志向との
相互作用やそれらが有効に作用する背後の
要因については，十分に検討されていない。
今後は，ブランド志向と組織成果との関係に
ついて追加的な分析を行う必要があるだろ
う。 
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〔その他〕 
ホームページ等 
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